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石川県資源管理指針 

 

第 1 石川県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方 

  1 本県の水産業は、平成 24年の生産量で 6万トン、生産額は 181億円にのぼり、全国

的には中位に位置している。 

また、漁業就業者数は、約 4千人であり、能登地方の多くの沿岸地域においては、

水産業は中核的な産業となっている。 

このように水産業は、本県の均衡ある発展を図るためにも極めて重要な産業であり、

今後とも水産業の発展を図っていくためには、海洋生物資源を適切に管理し、合理的

に利用していくことが必要である。 

  2 本県沖合水域は、表層では暖流の対馬海流が流れ、底層では日本海固有水といわれ

る特異な海水が占めていること等から、多種類の魚介類が生息し、我が国有数の漁場

を形成している。 

全国的な資源の動向を見ると、資源水準の推移については、低位の割合が減少し、

中位の割合が増加する傾向にあり、全体としては概ね安定的に推移しているものの、

低位水準にとどまっている資源や、資源水準が悪化している資源も見られる。 

本県海域における資源についても低位、減少傾向にある魚種があり、本県の水産業

の健全な発展と水産物の安定供給を確保するためには、資源状況に応じた適切な管理

措置を継続的に実施する必要がある。 

  3 このようなことから、県としては従来から、漁業の管理、資源管理型漁業の推進等

種々の保存管理措置を講じてきたところであり、この結果、地先の資源を主体として

多くの海洋生物資源の保存管理が図られるようになってきているが、さらに海洋生物

資源の適切な保存及び管理を図るため、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平

成 8年法律第 77号）第 3条第 1項の規定により定められた海洋生物資源の保存及び管

理に関する基本計画により決定された漁獲可能量の本県の数量について適切な管理措

置を講じてきたところである。 

  4 さらに、広域資源を回復させるために必要な漁獲努力量の削減措置を主体とした資

源回復計画の公表に伴い、対象となる海洋生物資源の適切な保存及び管理を図るため、

基本計画により決定された漁獲努力可能量のうち本県の量について適切な管理措置を

講じてきたところでもある。 

  5 本県に係る資源回復計画については、国が作成するものとして「日本海西部あかが

れい（ずわいがに）」及び「スケトウダラ日本海北部系群」、県が作成する「石川県

沿岸性ヒラメ・カレイ類」があり、保護区の拡大や保護礁の設置、改良網の導入、小

型魚の保護などの取り組みを行ってきている。 

  6 漁獲可能量制度を適切に管理し、必要に応じて漁業者等の指導又は採捕の数量の公

表等実効措置を講じるため、他県入漁船を含め、第 1種特定海洋生物資源の採捕実績

の的確な把握に努めることとする。 



 

  7 並びに、漁獲努力可能量制度を適切に管理し、必要に応じて漁業者等の指導又は漁

獲努力量の公表等実効措置を講じるため、第 2種特定海洋生物資源に係る漁獲努力量

実績の的確な把握に努めることとする。 

  8 また、漁獲可能量及び漁獲努力可能量について本県に定められた限度量に係る管理

を適切に行っていくためには、これら海洋生物資源の分布、回遊状況、資源の内容、

当該資源を取り巻く環境等についてのより詳細な科学的データ又は知見が必要である

ため、当該データの蓄積又は知見の進展を図るため、県水産総合センターを中心とし、

国又は関係県との連携の下、資源調査体制の充実強化を図ることとする。さらに、資

源管理の充実を図るため、必要に応じて漁業管理措置の強化を図ることとする。 

  9 特定海洋生物資源以外の海洋生物資源についても、適切な保存及び管理を図るため、

本管理指針に基づき漁業者等による自主的な資源管理が推進されるよう取り組むもの

とする。 

 10 なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権

行使規則及び海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとするが、公的

管理措置であっても従来自主的に実施されていた資源管理の取組であって、水産基本

計画(平成 14年 3月閣議決定）に基づく取組の開始された平成 14年度以降にこれら公

的管理措置に移行したものについては、本指針においては、自主的取組とみなし、取

り扱うものとする。 

 11 海洋生物資源の保存及び管理の推進にあたっては、漁業調整規則等の公的規制が遵

守されることを前提として、漁業者における自主的取組が効果を発揮するものであり、

県としても公的規制の遵守に向け必要な活動を継続的かつ効果的に実施していくもの

とする。 

 

第 2 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向 

【魚種別資源管理】 

1  ベニズワイガニ 

 ・資源及び漁獲の状況 

  平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、ベニズワイガニ日本海系群の資

源水準は中位、動向は増加と評価されている。 

漁獲量は平成 10年以降 1,500トン前後で推移していたが、平成 15年に 588トンと最

小値を記録した。その後徐々に漁獲量は増大し、平成 24年には 1,338トンと回復してき

ている。 

  本県においては、ベニズワイガニは主にかご漁業で漁獲されており、近年の漁獲量の

推移は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 

 ・資源管理目標 

 漁獲量は回復傾向にあり、今後も安定的な漁獲を目指して漁獲努力量の削減や年間漁

獲量の制限等を図る必要がある。 

 ・資源管理措置 

  かご漁業：ベニズワイガニ資源については、今後も安定的な漁獲を目指して、ベニズ

ワイガニかご漁業においては漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵

守するほか、自主的措置として、操業区域ごとに下記の措置に取り組む必

要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

50海里以内(20トン未満)                      定期休漁                     

50海里以遠(20トン以上)            漁獲量規制（個別年間漁獲量）           

なお、小型カニ保護などの自主的な取り組みも積極的に取り組む必要がある。  

 

 

2 アマダイ 

 ・資源及び漁獲の状況 

 平成 12年以降、漁獲量は 100トン前後で推移していたが、平成 20年に 68トンへ減少

した。平成 21年以降は 100トン前後へ回復したものの、再び減少に転じ平成 24年には

60トンまで落ち込んでおり、減少傾向にある。 

本県においては、アマダイは主にこぎさし網漁業で漁獲されており、近年の漁獲量の

推移は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 

 ・資源管理目標 

 漁獲量が減少傾向にあるため、安定的な漁獲を目指して漁獲努力量の削減や目合い拡

大など小型魚の保護を図る必要がある。 

 

 ・資源管理措置 

 こぎさし網漁業：アマダイ資源については、漁獲量は減少傾向であり、安定的な漁獲

を目指して、こぎさし網漁業においては漁業調整規則、許可内容、

制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置に取

り組む必要がある。 

 



 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 なお、小型魚保護などの自主的な取り組みも積極的に取り組む必要がある。 

 

 

3 アカガレイ 

・資源及び漁獲の状況 

平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、アカガレイ日本海系群の資源水

準は中位、動向は横ばいと評価されている。 

漁獲量は平成 11年以降減少していたが、平成 15年以降は 600トン前後で安定し、近

年は 800トン前後へ回復している。 

本県においては、アカガレイは主に沖合底びき網漁業（大臣管理）と小型底びき網漁

業（知事管理）で漁獲されており、近年の漁獲量の推移は以下のとおり。 
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（石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 

・資源管理目標 

近年の漁獲量は 800 トン前後で推移しており、安定的な漁獲を目指して漁獲努力量の

削減を図る必要がある。 

・資源管理措置 

小型底びき網漁業：アカガレイ資源については、安定的な漁獲を目指して、小型底び

き網漁業においては漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵

守するほか、「日本海西部あかがれい（ずわいがに）資源回復計

画」をはじめとする自主的資源管理措置に引き続き取り組む必要

がある。 

なお、小型底びき網漁業については、多種多様な漁獲物を漁獲

し、特定魚種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別

資源管理として包括的に資源管理に取り組む必要がある。具体的

な取組については、後述の内容に従うものとする。 

 

 

4 ズワイガニ 

・資源及び漁獲の状況 

平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、ズワイガニ日本海系群Ａ海域の

資源水準は中位、動向は横ばいと評価されている。 

漁獲量は平成 15年以降回復傾向にあったものの、平成 23年以降はやや減少している。 



 

本県においては、ズワイガニは主に沖合底びき網漁業（大臣管理）と小型底びき網漁

業（知事管理）で漁獲されており、小型底びき網漁業による近年の漁獲量の推移は以下

のとおり。 
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（第一種特定海洋生物資源の採捕数量報告値をもとに作成） 

・資源管理目標 

近年の漁獲量は 400 トンを下回っており、安定的な漁獲を目指して漁獲努力量の削減

を図る必要がある。 

 

・資源管理措置 

小型底びき網漁業：ズワイガニ資源については、安定的な漁獲を目指して、小型底び

き網漁業においては海洋生物資源の保存及び管理に関する法律

（以下、TAC 法とする。）及び石川県海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律施行細則（以下、施行細則とする）、漁業調整規

則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、「日本海西部あか

がれい（ずわいがに）資源回復計画」をはじめとする自主的資源

管理措置に引き続き取り組む必要がある。また、若齢の雄である

水ガニについても保護に取り組み、資源の有効活用に取り組む必

要がある。 

なお、小型底びき網漁業については、多種多様な漁獲物を漁獲

し、特定魚種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別

資源管理として包括的に資源管理に取り組む必要がある。具体的

な取組については、後述の内容に従うものとする。 

 

 

5 マイワシ 

・資源及び漁獲の状況 

平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、マイワシ対馬暖流系群の資源水

準は中位、動向は増加と評価されている。 

平成 15年以降、知事管理漁業による漁獲量は 100～1,000トン程度を推移していたが、

平成 23年以降 4,000トン以上へ急増している。 

本県においては、マイワシは主にまき網漁業（大臣管理・知事管理）と定置網網漁業

で漁獲されており、知事管理漁業および漁業権漁業による漁獲量の推移は以下のとお

り。 
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（石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 

・資源管理目標 

漁獲量は増加傾向にあり、資源の維持若しくは増大を基本に、本県周辺水域への来遊

量の年変動も配慮しながら、適正な漁獲努力量となるよう管理を行う。 

 

・資源管理措置 

中型まき網漁業：マイワシ資源については、維持増大を目指して、中型まき網漁業に

おいては TAC法（施行細則を含む）、漁業調整規則、許可内容、制

限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量等の自主的資源管理措置に

引き続き取り組む必要がある。 

なお、中型まき網漁業については、多種多様な漁獲物を漁獲し、

特定魚種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管

理として包括的に資源管理に取り組む必要がある。具体的な取組に

ついては、後述の内容に従うものとする。 

定 置 網 漁 業：マイワシ資源については、維持増大を目指して、定置網漁業におい

ては TAC法（施行細則を含む）、漁業調整規則、許可内容、制限又

は条件を遵守するほか、漁獲努力量等の自主的資源管理措置に引き

続き取り組む必要がある。 

なお、定置網漁業については、多種多様な漁獲物を漁獲し、特定魚

種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理とし

て包括的に資源管理に取り組む必要がある。具体的な取組について

は、後述の内容に従うものとする。 

 

 

6 トラフグ 

・資源及び漁獲の状況 

平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、トラフグ日本海・東シナ海・瀬

戸内海系群の資源水準は低位、動向は減少と評価されている。 

漁獲量は平成 18年以降減少を続け、平成 22年には 3.7トンまで低下したものの、平

成 23年以降は増加に転じている。 

本県においては、トラフグは主に定置網網漁業とはえなわ漁業で漁獲されており、近

年の漁獲量の推移は以下のとおり。 

 

 



 

 

（石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 

・資源管理目標 

漁獲量は増加傾向にあるものの、安定的な漁獲を目指して漁獲努力量の削減に取り組

む必要がある。 

 

・資源管理措置 

定置網漁業：トラフグ資源については、維持増大を目指して、定置網漁業においては

漁業調整規則、免許内容、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、漁

獲努力量の削減や小型魚の保護等の自主的資源管理措置に引き続き取り

組む必要がある。 

なお、定置網漁業については、多種多様な漁獲物を漁獲し、特定魚種に

限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理として包括的

に資源管理に取り組む必要がある。具体的な取組については、後述の内

容に従うものとする。 

はえなわ漁業：トラフグ資源については、維持増大を目指して、はえなわ漁業におい

ては、漁獲努力量の削減や小型魚の保護に加え、種苗放流による積極的

な資源の維持･増大に努める等、自主的資源管理措置に引き続き取り組む

必要がある。 

なお、はえなわ漁業については、多種多様な漁獲物を漁獲し、特定魚種

に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理として包括

的に資源管理に取り組む必要がある。具体的な取組については、後述の

内容に従うものとする。 

 

 

7 その他の本県主要魚種について 

ＴＡＣ対象魚種に次いで全国的に漁獲量が多い魚種のうち、本県の主要魚種としては

カタクチイワシ、ブリ、ウルメイワシ、マダラがある。 

これらについての資源状況は概ね安定していると評価されているが、海洋環境等の影

響を受け、漁獲量（知事管理漁業及び漁業権漁業分）は以下のとおり変動が大きい。 

安定的な漁獲となるよう、資源の分布状況の把握や、海洋環境及び漁獲の動向等をモ

ニタリングを実施したうえで、漁獲努力量の削減等、資源管理に努める必要がある。 

・資源及び漁獲の状況 
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カタクチイワシの漁獲量 

（農林水産統計年報及び石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 
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ブリの漁獲量 

（石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 
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ウルメイワシの漁獲量 

（農林水産統計年報及び石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 
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マダラの漁獲量 

（農林水産統計年報をもとに作成） 

 

 



 

【漁業種別資源管理】 

1  小型底びき網漁業 

 ・漁獲の状況 

 小型底びき網漁業は、海底を曳網し水産動物を漁獲する漁法のため、底生生物を幅広

く漁獲することから魚種別管理は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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 ・資源管理措置 

 小型底びき網漁業については、カレイ類、エビ類、カニ類などを主な漁獲対象魚種と

しているが、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しく、いずれの魚種も資源状況や

来遊状況によって漁獲量は変動する。一方、全体の漁獲量は平成 16年以降増減を繰り返

しつつも、やや減少傾向にあり、安定的な漁獲を目指して TAC 法（施行細則を含む）、

漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自主的

措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 なお、平成 23年以前に県が認定した資源管理計画、「日本海西部あかがれい（ずわい

がに）資源回復計画｣及び｢石川県ヒラメ・沿岸性カレイ類資源回復計画」に基づき行っ

てきた保護区の設定や雌ガニ漁期短縮などの自主的取り組みも、引き続き実施しつつ、

ズワイガニの若齢の雄である水ガニについても保護に取り組み、資源の有効活用を図る

必要がある。 

 

 

2   定置網漁業 

 ・漁獲の状況 

 定置網漁業は、回遊魚を漁獲する漁法のため、幅広い魚種を漁獲することから魚種別

管理は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 



 

 ・資源管理措置 

 定置網漁業については、ブリ、マアジ、サバ類、イワシ類などを主な漁獲対象魚種と

しているが、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しく、いずれの魚種も資源状況や

来遊状況によって漁獲量は変動する。一方、全体の漁獲量は不安定ではあるが、近年は

15,000～20,000トンの範囲で推移しており、今後ともこの状況を維持するためには漁業

法、TAC 法（施行細則を含む）、漁業調整規則、免許内容、許可内容、制限又は条件を

遵守するほか、漁獲努力量の削減や種苗放流による積極的な資源の維持・増大に努める

など、自主的措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

県下全域 

（下記区域を除く） 
休 漁 

七尾市野崎地区、鰀目地

区、白鳥地区、東浜地区、

大泊地区 

鳳珠郡能登町（小型定

置） 

漁具制限 

種苗放流 

 なお、小型魚再放流などの自主的な取り組みも積極的に取り組む必要がある。 

 

 

3  固定式さし網漁業 

 ・漁獲の状況 

 固定式さし網漁業は、沿岸から沖合まで操業場所も多様で、幅広い魚種を漁獲するこ

とから魚種別管理は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 

 ・資源管理措置 

 固定式さし網漁業については、メバル、カレイ類などを主な漁獲対象魚種とするが、

沿岸域では貝類や甲殻類なども漁獲しており、いずれの魚種も資源状況や来遊状況によ

って漁獲量は変動する。一方、全体の漁獲量は近年安定して推移しており、今後ともこ

の状況を維持するためには、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、

漁獲努力量の削減など自主的措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                    

 なお、従来より資源回復計画等に基づき行ってきた、ヒラメ種苗の放流やヒラメ漁獲



 

サイズ制限などの自主的取り組みも引き続き実施する必要がある。 

 

 

4  中型まき網漁業 

 ・漁獲の状況 

 中型まき網漁業は、回遊魚を漁獲する漁法のため、幅広い魚種を漁獲することから魚

種別管理は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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 ・資源管理措置 

 中型まき網漁業については、マイワシ、ブリ、マアジ、サバ類、マダイなどを主な漁

獲対象魚種としているが、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しく、いずれの魚種

も資源状況や来遊状況によって漁獲量は変動する。一方、全体の漁獲量は平成 13年から

平成 18年まで 2,000～3,000トンで推移してきたが、平成 19年より大幅に増加してきて

いる。今後もこの状況を維持するためには TAC 法（施行細則を含む）、漁業調整規則、

許可内容、制限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自主的措置として下記

の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 

 

5  ごち網漁業 

 ・漁獲の状況 

 ごち網漁業は、海底付近に生息する魚種を漁獲する漁法のため、幅広い魚種を漁獲す

ることから魚種別管理は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報及び石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 

 ・資源管理措置 

 ごち網漁業については、マダイ、カレイ類などを主な漁獲対象魚種としているが、特



 

定の魚種を選択的に漁獲することは難しく、いずれの魚種も資源状況や来遊状況によっ

て漁獲量は変動する。全体の漁獲量はこれまで 500トン前後で推移してきたが、平成 18

年以降減少傾向が顕著であり、今後この状況を改善するためには漁業調整規則、許可内

容、制限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自主的措置として下記の措置

に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 なお、従来より資源回復計画等に基づき行ってきた、ヒラメ種苗の放流やヒラメ漁獲

サイズ制限などの自主的取り組みも引き続き実施する必要がある。 

 

6  かご漁業（ホッコクアカエビ：地方名アマエビ） 

 ・資源及び漁獲の状況 

 平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、ホッコクアカエビ日本海系群の

資源水準は高位、動向は横ばいと評価されている。アマエビを主な漁獲対象としている

かご漁業については、特定の区域でのみ操業されているものであり、操業期間も限られ

ている。近年の漁獲量（アマエビのみの数量）は以下のとおり。 
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（石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 

 ・資源管理措置 

 本県におけるかご漁業（アマエビ）の漁獲量は、漁獲量は年により変動しているもの

の、減少傾向を示している。今後この状況を改善するためには、漁業調整規則、許可内

容、制限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自主的措置として下記の措置

に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 

 

7  はえなわ漁業 

 ・漁獲の状況 

 はえなわ漁業は、タラ類やカレイ類、タイ類、イイダコ、バイ貝など幅広い魚種を漁

獲することから魚種別管理は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 

 ・資源管理措置 

 はえなわ漁業については、タラ類、カレイ類などを主な漁獲対象魚種としているが、

特定の魚種を選択的に漁獲することは難しい。以前の主要漁獲対象であった、スケトウ

ダラが大きく減少し、その後はタイ類も減少していたが、平成 21年以降はマダラの漁獲

増等により漁獲量は回復しつつある。今後ともこの状況を維持するためには、漁業調整

規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自主的措置とし

て下記の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 

 

8   つり漁業（一本釣り漁業、曳き縄釣り漁業） 

 ・漁獲の状況 

 つり漁業は、ブリ、タイ類、メバル類など幅広い魚種を漁獲することから魚種別管理

は困難である。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 

 ・資源管理措置 

 つり漁業については、ブリやメバルなどを主な漁獲対象魚種とするが、様々の魚種を

対象としており、いずれの魚種も資源状況や来遊状況によって漁獲量は年により大きく

変動する。全体の漁獲量は、平成 12年頃と同程度の 400トン以上まで回復し、今後とも

この状況を維持するためには、漁業調整規則を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自

主的措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 



 

 

9  小型いかつり漁業（するめいか） 

 ・資源及び漁獲の状況 

 平成 25年度我が国周辺水域の漁業資源評価によると、スルメイカ秋季発生系群の資源

水準は高位、動向は減少、スルメイカ冬季発生系群の資源水準は中位、動向は減少と評

価されている。 

小型いかつり漁業は、スルメイカを漁獲するものであるが、年間を通じて本県沖合で

操業する者と県外漁場へ出漁する者がいる。本県漁業者の近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報をもとに作成） 

 ・資源管理措置 

 本県における小型いかつり漁業経営体数は、直近 10年間で半分以下に激減しているこ

ともあり、平成 19年まで漁獲量は減少を続けたが、平成 20年以降は安定している。今

後とも現状の漁獲量を維持するためには、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵

守するほか、漁獲努力量の削減など自主的措置として下記の措置に取り組む必要がある。 

   操 業 区 域          確認書類を求める重点的管理措置の内容       

      県下全域                           定期休漁                     

 なお、従来より実施してきている箱数制限や光力上限制限などの自主的取り組みも、

引き続き実施する必要がある。 

 また、他都道府県海域で操業する者にあっては、自県海域同様、当該海域における公

的資源管理措置を遵守するとともに、資源の維持増大のための措置についても取り組む

必要がある。 

 

 

10  船びき網漁業 

・漁獲の状況 

 船びき網漁業はサヨリやシラス（カタクチイワシを主とした稚魚）を主な漁獲対象と

している。近年の漁獲量は以下のとおり。 
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（農林水産統計年報及び石川県水産総合センターのデータをもとに作成） 

・資源管理措置 

 船びき網漁業については、サヨリやシラスを主な漁獲対象魚種としているが、全体の

漁獲量は平成 13 年を除く平成 18 年まで 100～150 トン前後で推移してきたが、近年は

100 トン未満に落ち込んでいる。今後この状況を改善するためには漁業調整規則、許可

内容、制限又は条件を遵守するほか、漁獲努力量の削減など自主的措置として下記の措

置に取り組む必要がある。 

操 業 区 域 確認書類を求める重点的管理措置の内容 

県下全域 定期休漁 

なお、上記の措置以外にサヨリでは漁獲物体長制限等、シラスでは操業時間の短縮等

の自主的な取り組みも引き続き実施する必要がある。 

 

 

第 3 その他 

 本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、同計画

に記載される資源管理措置について各関係漁業者は誠実に履行することが必要であるた

め、県（協議会）は、別紙に記載する手段を用い、その履行を適切に確認することとし、

各関係漁業者は、県の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。なお、履行確

認については漁獲量集計システムも合わせて活用することとする。 

 

 さらに、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流の推進、魚礁の設置、増殖場

の造成などにより資源の培養を図ること、水質の保全、藻場及び干潟の保護及び造成、

森林の保全及び整備等による漁場環境の改善、経営管理の合理化、事業の共同化等によ

る漁業経営基盤の強化に取り組むことも重要であり、これらについても積極的に取り組

んでいくこととする。 

 

 従来の資源管理計画等に基づき取り組んでいる管理措置については、新計画において

定める管理措置と相まって、引き続き関係漁業者において実施されることが必要不可欠

であり、資源動向や漁獲状況に応じて、関係漁業者の協議により適宜見直しを行ってい

くものとする。 

 



 

別紙 

 

資源管理措置の履行確認手段について 

 

 各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、下記左欄の各資源管理措置ご

とに、右欄に掲げる各手段を用いることとし、併せて漁獲量把握システムを活用するも

のとする。 

 

 

資源管理措置  履行確認手段 

休漁 

 

 

・市場荷受伝票 

・漁協仕切伝票 

・漁協販売事業データ     

・写真 

漁獲量規制 

 

 

・市場荷受伝票 

・漁協仕切伝票 

・漁協販売事業データ   

漁具制限 ・写真 

種苗放流 ・種苗放流に要した経費を負担した証拠書類 

 

 


